
号

　制限付き一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の６第１項の

規定により、次のとおり公告する。

平成 30 年 6 月 29 日

黒石市長　髙　樋　　憲

１　競争入札に付する事項

(1) 学校教育課

(2) 第 号

(3) 工 事

(4) 地 内

(5) 平成 32 年 3 月 19 日

(6) 敷地面積　　11,994.91㎡

(7) 小学校新築に係る建築工事を行うもの

外溝工事　1.0式

その他付帯工事　1.0式

(8) ￥ （消費税及び地方消費税の額を除く。）

２　入札参加資格

 本工事は、次に掲げる条件を満たしている者が自主結成の方法により２者で結成する特定建設

工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）で施工する方式とする。

(1)　共同企業体の構成要件　共同企業体の代表者の資格要件

次に掲げる要件を満たす者であること。

① 地方自治法施行令第167条の４第１項に規定する者に該当しないこと。

② 建設業法(昭和24年法律第100号)第３条の規定に基づく特定建設業の建築工事業の許可を受

　けていること。

③ 黒石市建設業者指名停止要領(平成14年４月１日施行)に基づく指名停止期間中でないこと。

④ 黒石市指名競争入札の参加資格申請をした者であり、青森県における平成30・31年度青森

　県有資格建設業者名簿に登載されており、入札参加資格が建築一式工事特Ａ級に格付けされ

　ていること。

⑤ 弘前市、黒石市、平川市、南津軽郡又は中津軽郡に本店を有していること。

担 当 課

工 事 番 号 小建 1

  黒石市告示第 98

工 事 名 新設黒石市立黒石小学校新築（建築）

工 事 場 所

工 期

工 事 概 要

予 定 価 格

黒石市大字株梗木

1,727,000,000－

敷 地 概 要

校舎新築工事（RC造3階建て）　     建築面積　  　　 2,913.49㎡
　　　　　　　　　　　　　　      延床面積　 １階　2,810.08㎡
                    　　　　　　　　　　     ２階　2,498.45㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     ３階　1,330.69㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     計　　6,639.22㎡

屋内運動場新築工事（S造平家建て） 建築面積　　　 　1,169.79㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　延床面積　 １階　1,164.46㎡

渡り廊下新築工事（S造平屋建て）　 建築面積　　　　　　23.04㎡
　　　　　　　　　　　　　　　　　延床面積　 １階　　 23.04㎡



⑥ 会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事

　再生法(平成11年法律第225号)に基づき再生手続き開始の申立がなされている者でないこと。

(手続開始の決定後、市長が入札参加資格審査の再認定をした者を除く。)

⑦ 次のいずれにも該当する専任の主任技術者又は監理技術者を工事現場に配置できること。

ア この工事に対応する国家資格を有する者。

イ 当該入札参加希望者と直接的な雇用関係にある者。

（建設業法上、技術者を専任で設置しなければならない工事の場合は、本工事の入札参加

　資格審査申請日以前の３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であること。）

(2)　共同企業体の構成要件　共同企業体の代表者以外の構成員の資格要件

次に掲げる各号の要件を満たす者であること。

① 地方自治法施行令第167条の４第１項に規定する者に該当しないこと。

② 建設業法(昭和24年法律第100号)第３条の規定に基づく特定建設業の建築工事業の許可を受

　けていること。

③ 黒石市建設業者指名停止要領(平成14年４月１日施行)に基づく指名停止期間中でないこと。

④ 黒石市建設工事の指名競争入札参加者の資格等に関する規則（平成11年規則第34号）第８

　条の規定に基づく建築一式工事の等級がＡ級に格付けされていること。

⑤ 黒石市に本店を有していること。

⑥ 会社更生法(平成14年法律第154号)に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事

　再生法(平成11年法律第225号)に基づき再生手続き開始の申立がなされている者でないこと。

（手続開始の決定後、市長が入札参加資格審査の再認定をした者を除く。）

⑦  次のいずれにも該当する専任の主任技術者又は監理技術者を工事現場に配置できること。

ア この工事に対応する国家資格を有する者。

イ 当該入札参加希望者と直接的な雇用関係にある者。

（建設業法上、技術者を専任で設置しなければならない工事の場合は、本工事の入札参加

　資格審査申請日以前の３か月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係にある者であること。）

(3)　共同企業体の構成要件　共同企業体の構成要件

① 構成員の出資比率は、４０％以上とし、出資比率が最大の構成員が代表であること。

② 各構成員は、本件入札に参加しようとする他の共同企業体の構成員となることはできない。

３　参加申請

(1) 　入札参加希望者は、次に掲げる申請書及び関係書類１部を提出し、入札参加資格を有するこ

とについて市長の確認を受けること。

　なお、期限までに申請書及び関係書類を提出しない者並びに入札参加資格がないと認められ

た者は、入札に参加することができない。

① 一般競争入札参加資格確認申請書（様式第１号）

② 共同企業体協定書の写し

③ 最新の総合評定値通知書（経営規模等評価結果通知書）の写し（Ａ４判）

④ 配置予定技術者調書（様式第２号）

⑤ 施工実績調書（様式第３号）

⑥ 特定建設業の許可書の写し



⑦ 添付書類

・記載技術者の技術検定合格証明書の写し等、資格を確認できる書類

・記載技術者が申請者に常時雇用されている者であることが確認できる書類の写し

・施工実績が確認できる契約書の写し

　注意事項

(2) 黒石市役所 ２階 総務部総務課　　電話52-2111　内線211

(3) 平成 30 年 7 月 2 日 ( 月 )から

平成 30 年 7 月 17 日 ( 火 )正午まで

ただし、閉庁日を除く。

(4) 午前８時１５分から１２時まで及び午後１時から５時までとする。　　

ただし、受付最終日においては、午前８時１５分から正午までとする。

(5) 総務課へ直接持参すること。

(6)

①　申請書及び関係書類の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。

②　提出された申請書等は返却しない。

③　提出された申請書等の差し替え、訂正及び再提出は認めない。

④　提出された申請書等の内容について、別途その内容を聴取することがある。

４　入札参加資格の確認

(1)

30 年 7 月 17 日までに決定し、同日付けで一般競争入札参加資格確認結

果通知書（様式第４号）によりＦＡＸで連絡し、入札参加資格がないと認められた者には郵送

による通知も行う。

　入札参加資格がないと認められた者は、その理由について、書面（任意様式）により説明を

求めることができる。

① 提 出 先　　黒石市役所　２階　総務部総務課

② 提出期限    平成 30 年 7 月 19 日 ( 木 )正午まで

③ 提出方法    持参により提出する。

(2) 　市長は、説明を求められたときは、説明を求めた者に対し書面により速やかに回答する。

　入札参加資格の確認は、申請書及び関係書類の提出期限の日をもって行うものとし、その結

果は、平成

・　配置予定技術者調書には、受注時に配置できる技術者を記載すること。

・　同一の技術者を重複して複数工事の配置予定の技術者とする場合において、他の工事を

　落札したことにより配置予定の技術者を配置することができなくなったときは、入札して

　はならず、申請書を提出した者は、入札辞退届により直ちに当該入札の辞退を行うこと。

　　ただし、他の工事を落札し予定技術者を配置することができなくなったときにおいて、

　既に提出されている入札書については無効扱いとするので申出を行うこと（同日の入札で

　申し出のいとまがない場合は、落札した業者が提出し、かつ落札した工事より後に開札さ

　れる入札書については申し出を待たず無効扱いとする。）。

　　他の工事を落札したことにより配置予定の技術者を配置することができないにもかかわ

　らず、重複して落札した場合においては、黒石市建設業者指名停止要領に基づく指名停止

　を行うことがある。

提 出 先

受付期間

受付時間

提出方法

そ の 他



５　設計図書の販売

(1) 　設計図書を有料販売するので、入札参加を希望する者は指定の日時に購入すること。

(2) 　設計図書等の販売価格 ￥ （税込）

６　設計図書に対する質問

(1) 　設計図書に対する質問がある場合は、次のとおり、質疑応答書(様式第５号)を提出すること。

① 提 出 先 総務課　FAX 0172-52-6191（総務課設置）

② 提出期間 平成 30 年 7 月 18 日 ( 水 )から

平成 30 年 7 月 25 日 ( 水 )まで

ただし、閉庁日を除くものとし、送信時には総務課へ電話で確認すること。

③ 提出時間 午前８時１５分から午後５時まで

ただし、最終日は、午前８時１５分から正午までとする。

④ 提出方法    FAXにより提出するものとし、それ以外は、受け付けないものとする。

(2)   質問に対する回答は、平成 30 年 7 月 27 日 ( 金 ) 午後５時までに、入札

参加者全員に回答する。

７　入札（開札）の日時及び場所

(1) 日　時　日　時 30 年 8 月 22 日 ( 水 ) 9 時 00 分

(2) 日　時　場　所 黒石市役所 ２階 入札室

８　入札方法等

(1) 　入札書は郵送により提出するものとする。

(2) 　宛　　先　　〒036-0396　黒石市大字市ノ町１１－１

　黒石市総務部総務課行

(3) 　到着期限 平 成 30 年 8 月 20 日 ( 月 ) （必着のこと）

(4) 　郵送方法   一般書留、簡易書留のいずれかによる。

(5) 　入札書の日付は、開札の日を記入すること。

(6) 　落札決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加

算した金額(当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切捨てた金額)をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であ

るかを問わず、見積もった契約希望金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。

(7) 　入札の執行回数は、１回とする。

９　入札及び契約保証金

(1) 　入札保証金は、免除とする。

(2) 　契約保証金は、契約金額の10分の１以上の金額を納付するものとする。

　ただし、履行保証保険契約又は公共工事履行保証契約を締結した場合は、契約保証金を免除

する。また、銀行若しくは市長が確実と認めた金融機関の保証又は保証事業会社の保証をもっ

て、契約保証金の納付に代えることができる。 

平　成

1,080－



１０　入札の辞退

　入札を辞退する場合は、入札（開札）までに郵送又は持参により入札辞退届を提出すること。

　ただし、郵送の場合は、入札（開札）日前日必着とする。

１１　積算内訳書

(1) 　入札書の提出に際し、入札価格決定の根拠となった積算金額を記載した積算内訳書を同封し

て提出すること。

(2) 　積算内訳書の内容は、設計図書に定めるところによること。

(3) 　次に掲げるいずれかに該当する積算内訳書は、無効とする。

① 　積算内訳書の金額、名称若しくは氏名、印影若しくは重要な文字が脱落し、若しくは識

別しがたいもの

② 　市の指定する方法によらず作成されたもの

③ 　記載内容が明らかに合理性を欠くもの

④ 　その他、明らかに誠実さを欠いて作成されたと認められるもの

(4) 　提出された積算内訳書は、引換え、撤回、又は修正することができない。

１２　入札条件

(1) 　黒石市契約規則に規定する入札心得書を遵守すること。

(2) 　入札参加者が１名のときは、入札を行わない。

１３　入札（開札）の立ち会い

　入札(開札)にあたり、入札参加資格を有すると認められた者の中から、入札立会人２名を決定し、

入札立会依頼書を送付するので、依頼を受けた者(法人にあっては代表者又はその代理人)は、入札

(開札)に立ち会うこと。

　ただし、予定された立会人が入札(開札)に立ち会わなくなったときには、当該入札事務に関係の

ない職員を立ち会わせる。

１４　入札の無効

　入札参加資格のない者のした入札、申請書又は関係書類に虚偽の事項を記載した者のした入札、

有効な積算内訳書の提出のない者のした入札及び入札心得書において示した条件等、入札に関する

条件に違反した入札は、無効とする。

１５　落札者の決定方法

　最低制限価格を設定するので、予定価格の制限の範囲内で最低制限価格以上の価格で入札した者

のうち、最低の価格で入札した者を落札者とする。

１６　落札者への連絡

　落札者には、開札終了後、直ちに電話連絡します。

　落札者は、契約内容を確認のうえ、契約手続きを行うこと。



１７　契約の締結時期

(1)   落札決定の日から７日以内に仮契約書を取り交わすものとする。

(2)   地方自治法第96条第１項第５号の規定により黒石市議会の議決を得た日から本契約とする。

１８　その他

(1) 　現場説明会は実施しない。

(2) 　平成30年度から平成31年度までの２か年継続事業であり、各年度の支払限度額は、平成30年

度においては請負額の10分の３とし、平成31年度においては請負額の10分の７とする。

(3) 　前金払いは、年度支払限度額の10分の４以内の額を請求することができる。

(4) 　申請書又は関係書類に虚偽の事項を記載した場合においては、黒石市建設業者指名停止要領

に基づく指名停止を行うことがある。

(5) 　入札参加者は、入札の概要、設計図書等を熟覧のうえ、入札しなければならない。



様式第１号

平成 年 月 日

黒石市長　髙　樋　　憲　 様

名称 共同企業体

㊞

㊞

（担当者連絡先）

  氏　名

  電　話

  ＦＡＸ

  平成 30 年 6 月 29 日付けで入札公告のありました下記工事に係る入札に参加する資格

について、確認されたく下記の書類を添えて申請します。

  なお、添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

第 号

工事

（添付書類）

１　共同企業体協定書の写し

２  特定建設業の許可書の写し

３　配置予定技術者調書（証明書等の写し添付）

４　施工実績調書（契約書の写し添付）

５　総合評定値通知書の写し

６  その他市長が必要と認めた書類

一般競争入札参加資格確認申請書

共同企業体代表者

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

住 所

共同企業体構成員

商 号 又 は 名 称

工 事 名 新設黒石市立黒石小学校新築（建築）

工 事 番 号 小建 1

代 表 者 氏 名



様式第２号

注１　配置予定の技術者が建設業法第7条第２号イ、ロ若しくはハ又は同法第１５条第２号ロ若しくは

　　ハに該当する場合、資格名称欄には該当する条項を記入してください。

  ２　配置予定の技術者が建設業法第7条第２号イ若しくはロ又は同法第１５条第２号に該当する場合、

　　免許又は認定番号は空欄としてください。

  ３　主任（監理）技術者と現場代理人が同一の場合は、現場代理人の欄にのみ記入してください。

  ４　工事内容の欄には、公告において明示した類似工事の基準について的確に判断できる必要最小

　　限の具体的項目を記入してください。

請 負 代 金 額

工 事 名

免許又は認定番号

工
事
経
験

資 格 名 称

発 注 者 名

資 格 名 称

工
事
経
験

現
場
代
理
人

氏　名（生年月日）

工 期

工 事 内 容

主
任
（

監
理
）

技
術
者

氏　名（生年月日）

配 置 予 定 技 術 者 調 書

 (商号又は名称　　　　　　　　　　　　　    )

請 負 代 金 額

工 期

工 事 内 容

発 注 者 名

工 事 名

免許又は認定番号



様式第３号

□　単　体              □　共同企業体（出資比率　　　％）

□　単　体              □　共同企業体（出資比率　　　％）

注１　共同企業体の契約金額は、出資比率で按分してください。

  ２　施工証明書又は契約書の写しを添付してください。

請負代金額

工 期

受 注 形 態

工 事 内 容

工 事 名

請負代金額

工 期

受 注 形 態

発 注 者 名

 (商号又は名称　　　　　　　　　　　　　    )

施　　工　　実　　績　　調　　書

工 事 名

発 注 者 名

工 事 場 所

工 事 場 所

工 事 内 容



様式第５号

黒石市長　髙　樋　　憲　 様

平成 年 月 日

第 号

工　事

質疑者

質　　疑　　応　　答　　書

(総務課入札担当行)

工 事 番 号 小建 1

工 事 名 新設黒石市立黒石小学校新築（建築）

質　疑
番　号

図　面
番　号

質　疑　事　項 回　　　　　答



平成 年 月 日

黒石市長　髙　樋　　憲 　様

名称 共同企業体

㊞

平成 30 年 6 月 29 日 付けで入札公告のありました下記工事に係る入札について、都合

  により入札を辞退いたします。

工事番号 第 号

工 事 名 工 事新設黒石市立黒石小学校新築（建築）

小建 1

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

入　　札　　辞　　退　　届

共同企業体代表者



平 成 年 月 日

黒石市長　髙　樋　　憲　様

名称 共同企業体

㊞

入 札 金 額  ￥ －

１　工事番号・路線名 第 号

２　入札件名 工 事 

３　規　　格

４　数　　量

５  単　　価

６　工事（納入）場所 地 内

　黒石市契約規則及び入札心得を守り、指示の設計書、仕様書その他の条件を承諾し、上記のとおり

入札します。

［備考］　入札額は、この入札書に記載した金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金

額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）である。

小建 1

入　　　　札　　　　書

共同企業体代表者

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

黒石市大字株梗木

新設黒石市立黒石小学校新築（建築）


